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＊特に断りのない場合、普通会計を基準として作成しています。 

普通会計：地方公共団体相互間の比較資料として全国的に同一の水準で調査 

される、決算統計上の会計です。日の出町では、現在一般会計のみ 

が該当します。 
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決算の概要 

 

平成２７年度普通会計決算は、歳入総額 

９１億１６７１万５千円で前年度比２０５１

万４千円、０．２％の増となり、歳出総額は

８８億６５４０万７千円で前年度比３２５１

万２千円、０．４％の増、歳入歳出差引（形

式収支）は２億５１３０万８千円となりまし

た。 

決算の状況（普通会計）

（単位：千円）

歳入　A 歳出　B 歳入歳出差引
A-B＝C

27年度 9,116,715 8,865,407 251,308

26年度 9,096,201 8,832,895 263,306

増減額 20,514 32,512 △ 11,998

増減率 0.2 0.4 △ 4.6

歳入では、町税が法人税率の改定、固定資産の評価替えの影響により、町税全体で、３６２２

万７千円の減となりましたが、一方で消費税率引き上げにより地方消費税交付金は増となり、地

方交付税についても増となりました。歳出では、人件費、投資的経費、公債費等が減となり、扶

助費、補助費、繰出金が増となりましたが、基金へおよそ２億３００万円の積立を行い、基金残

高の積み増しを図ることができました。 

また、国の補正予算により措置された補助金を活用した自治体情報セキュリティ強靭化事業を

翌年度へ繰越しています（繰越明許）。 
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（決算収支） 

・実質収支 

形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を差引いた実質収支については、２億４４７９万４千

円で前年度比６．７％の増になりました。 
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・実質単年度収支 

当該年度実質収支から前年度の実質収支を差引いた額（単年度収支）に、財政調整基金への

積立額、地方債繰上償還金を加え、財政調整基金の取崩しを差引いた実質単年度収支は、１億

８３９２万６千円となりました。１８年度以降は改善し、２４年度に循環組合からの地域振興

費の減の影響もありマイナスとなりましたが、２６年度に引き続き２７年度もプラスとなりま

した。 

220,174
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△ 93,439
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形式収支 － 繰り越すべき財源 ＝ 実質収支
251,308千円 6,514千円 244,794千円

実質収支 － 前年度実質収支 + 積立金 +
地方債繰
上償還金 -

積立金取崩
し額 ＝ 実質単年度収支

244,794千円 229,346千円 168,478千円 0千円 0千円 183,926千円
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歳入の状況 

歳入は、９１億１６７１万５千円で前年度比２０５１万４千円、０．２％の増となりました。

前年度増収に転じた町税については個人住民税の減少に加え、法人税率の改定、固定資産の評価

替えの影響により、町税全体では、３６２２万７千円、１．３％の減となりました。 

一方で、消費税率の引き上げにより地方消費税交付金が増となり、地方交付税についても、普

通交付税、特別交付税ともに増、国庫支出金は、保育所運営費などの扶助費の増額に伴い、２４．

１％の増となりました。 

歳入総額のうち自主財源は、税収、ごみ戸別収集・有料化に伴う手数料の減収や地域の元気臨

時交付金を原資とした社会資本等整備基金繰入金の皆減により歳入総額に占める割合は、２．２

ポイント減少しました。 

歳入の状況 （単位：千円、％）
27年度 26年度 増減額 増減率

地 方 税 2,816,315 2,852,542 △ 36,227 △ 1.3

譲与税・交付金 530,652 358,114 172,538 48.2

地 方 交 付 税 878,392 840,430 37,962 4.5

分 担 金 負 担 金 101,774 105,827 △ 4,053 △ 3.8

使 用 料 手 数 料 131,720 142,403 △ 10,683 △ 7.5

国 庫 支 出 金 760,250 612,750 147,500 24.1

都 支 出 金 1,893,111 2,034,480 △ 141,369 △ 6.9

地 方 債 425,281 433,763 △ 8,482 △ 2.0

そ の 他 1,579,220 1,715,892 △ 136,672 △ 8.0

合 計 9,116,715 9,096,201 20,514 0.2

自主財源の割合 50.8 53.0

=自主財源

＊その他＝諸収入、財産収入、寄附金、繰越金、繰入金

自主財源

地方税

30.9%

譲与税

・交付金

5.8%

地方

交付税

9.6%

分担金

負担金

1.1%

使用料

手数料

1.4%

国庫

支出金

8.3%

都支出金

20.8%

地方債

4.7% その他

17.4%

構成比

2,948 2,838 2,746 2,738 2,688 2,822 2,853 2,816

330 307 310 312 299 315 358 531
519 604 736 970 1,152 955 840 878
544 387 599 555 534 784 613 760

1,524 1,851
2,260 1,960 2,227 2,005 2,034 1,893516 305
466 505

508 460 434 4251,375 1,391 

1,730 
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地方債
都支出金
国庫支出金
使用料手数料
分担金負担金
地方交付税
譲与税・交付金
地方税

9,042 9,096 9,117
7,9738,007

9,154 8,642 8,942

 

 

 

 

 

 

用語説明 自主財源とは？ 

地方公共団体が自らの権能に基づいて、自主的に収入できる財源です。２７年度では、歳入総

額のうち４６億２９０２万９千円が自主財源です。以下の項目が該当します。 

・町税 ・分担金負担金（保育料など） ・使用料（町営住宅使用料など） 

・手数料（住民票交付手数料など） ・財産収入（土地・建物貸付料、売払収入など） 

・寄附金・繰入金（基金や特別会計からの繰入金）・繰越金（前年度からの繰越金） 

・諸収入（循環組合からの地域振興費など） 
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・町税 

町税は、２８億１６３１万５千円で、現年課税分で３５１０万１千円、１．２％の減、滞納繰

越分では１１２万６千円、４．４％の減となり、全体では３６２２万７千円、１．３％の減とな

りました。 

個人住民税（現年分）については、１．５％減と依然として厳しい状況で、また法人税（現年

分）についても、法人税率の改定に伴い２．６％の減となりました。固定資産税（現年分）は、

償却資産が増加したものの、土地・家屋については評価額が減少したことにより、全体で０．６％

の減となりました。 

 また、徴収率は、現年分について０．１ポイントの減、滞納繰越分についても０．７ポイント

減となり、現年・滞納繰越分合計については９６．４％となり、前年度とほぼ横ばいとなりまし

た。 

 

町税の状況

現年分 滞繰分 合計 現年分 滞繰分 合計 現年分 滞繰分 合計 現年分 滞繰分 合計

1,215,731 12,899 1,228,630 1,239,419 11,776 1,251,195 △ 23,688 1,123 △ 22,565 △ 1.9 9.5 △ 1.8

個人住民税 792,189 11,661 803,850 804,553 11,231 815,784 △ 12,364 430 △ 11,934 △ 1.5 3.8 △ 1.5

法人住民税 423,542 1,238 424,780 434,866 545 435,411 △ 11,324 693 △ 10,631 △ 2.6 127.2 △ 2.4

1,234,846 9,084 1,243,930 1,242,758 11,544 1,254,302 △ 7,912 △ 2,460 △ 10,372 △ 0.6 △ 21.3 △ 0.8

3 0 3 3 0 3 0 0 0 0.0 0.0 0.0

31,007 294 31,301 30,105 360 30,465 902 △ 66 836 3.0 △ 18.3 2.7

117,322 0 117,322 121,040 0 121,040 △ 3,718 0 △ 3,718 △ 3.1 0.0 △ 3.1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0

34 0 34 43 0 43 △ 9 0 △ 9 △ 20.9 0.0 △ 20.9

193,062 2,033 195,095 193,738 1,756 195,494 △ 676 277 △ 399 △ 0.3 15.8 △ 0.2
合　　　　　計 2,792,005 24,310 2,816,315 2,827,106 25,436 2,852,542 △ 35,101 △ 1,126 △ 36,227 △ 1.2 △ 4.4 △ 1.3

都市計画税

軽自動車税

たばこ税

特別土地保有税

入湯税

（単位：千円、％）

市町村民税

純固定資産税

交付金

27年度 26年度 増減額 増減率

 

982 924 845 836 854 842 816 804

332 272 283 274 264 382 435 425
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98.6 98.4 98.4 98.8 98.7 98.9 99.0 98.9

4.7 9.1

23.1
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35.7
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・地方譲与税 

 地方譲与税は、４２５１万円で、前年度比１９１万５千円の増となりました。 

 （平成２１年度の道路特定財源の一般財源化に伴い、地方道路譲与税の名称が地方揮発油譲与

税に改められました。） 

 

・利子割交付金・配当割交付金等 

＊ （利子割交付金・配当割交付金・株式等譲渡所得割交付金・地方消費税交付金・ 

自動車取得税交付金の合計） 

利子割交付金・配当割交付金等の交付金は、消費税率引き上げにより地方消費税交付金が増

となったことから４億７１６４万７千円となり、前年度比１億７１２０万８千円、５７．０％

の増となりました。 

  地方消費税交付金については、平成２６年の消費税率引き上げに伴い、その引上げ分の税収

を全て社会保障財源化することとされています。２７年度は、１億８３００万７千円が社会保

障財源分として配分され、町では、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療保険の各特別会

計の給付費として繰出している部分の財源としています。 

 

・地方特例交付金 

  地方特例交付金は、１３５２万４千円で、前年度比６１万５千円の減となりました。 

 交付額は、住宅借入金等特別税額控除の補てん分です。 

（児童手当及び子ども手当特例交付金、自動車取得税の減収補てん分は平成２３年度をもって

廃止となりました。） 

 

・地方交付税 

  地方交付税は、８億７８３９万２千円で前年度比３７９６万２千円、４．５％の増となりま

した。普通交付税は、消費税率の引き上げによる地方消費税交付金交付金の増により基準財政

収入額の算定が１億７１９万７千円増となり、基準財政需要額の算定は、人口減少等特別対策

事業費が算定に加えられたことにより、１億２３５２万１千円増となり、需要額の増が収入額

の増を上回ったことから１６７１万５千円の増となりました。 

また、特別交付税は２５年度に起こった記録的な大雪によって被災した農業者に対する支援

事業が発生したことにより２１２４万７千円の増となりました。 

 

・分担金及び負担金 

  分担金及び負担金は、１億１７７万４千円で前年度比４０５万３千円、３．８％の減となり

ました。これは保育料が３９７万９千円減となったことが主な要因となります。 

 

 

 



6 

 

・国庫支出金 

  国庫支出金は、７億６０２５万円で前年度比１億４７５０万円、２４．１％の増となりまし

た。これは、障害者自立支援給付費負担金、こどものための教育・保育給付費負担金が大幅に

増加したことが主な要因であります。この他に、社会資本整備総合交付金や国の補正予算で措

置された地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金が、それぞれ増となりました。 

 

・都支出金 

  都支出金は、１８億９３１１万１千円で前年度比１億４１３６万９千円、６．９％の減とな

りました。主な要因として、市町村総合交付金１３９８万９千円の増、市町村土木補助金１１

３５万６千円の増、２５年度の記録的な大雪によって被災した農業者に対する支援事業の経営

体育成支援事業費補助金２０５１万４千円の増、保育所整備等に係る子育て支援対策臨時特例

交付金２７６４万３千円の皆減、公民館（やまびこホール）建設終了に伴う森林整備加速化・

林業再生事業費補助金１億９６２１万６千円の皆減などになります。 

 

・地方債 

  地方債は、４億２５２８万１千円で前年度比８４８万２千円、２．０％の減となりました。

臨時財政対策債については３４４８万２千円の減となり、事業債では、公民館建設事業債８６

００万円が皆減となりましたが、公営住宅整備事業債１５００万円、防災行政無線固定系デジ

タル化移行事業債７１００万円、学校教育施設等整備事業債２６００万円がそれぞれ皆増とな

りました。 

 

・諸収入 

  諸収入は、１０億６６６９万９千円で前年度比２１８９万円、２．０％の減となりました。

主な要因としては、雪害に伴う建物災害共済金（塩田農産物普及センター等）の減（２７５９

万２千円）等が主なものとなります。 

 

 

 

 



7 

 

歳出の状況 

歳出は、８８億６５４０万７千円

で前年度比３２５１万２千円、 

０．４％の増となりました。 

公民館（やまびこホール）建設事

業完了に伴い投資的経費が大きく

減となったほか、人件費、公債費が

減となる一方、扶助費、補助費、積

立金、繰出金が増となったことが歳

出増減の主なところです。 

2,981 3,040 3,345 3,522 3,559 3,636 3,652 3,665

974 846
1,287 822 1,175 826 1,090 746

3,837 3,892
4,328 4,137 4,001 4,344 4,091 4,454

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

歳出の推移（単位：百万円）

義務的経費 投資的経費 その他経費

8,806
7,778

8,960 8,833
7,792

8,481 8,735 8,865

義務的経費は、前年度比１３４０万２千円、０．４％増で、人件費、公債費は減となった

ものの、保育所運営費、自立支援関係経費などの扶助費が増となりました。 

義務的経費が歳出総額に占める割合は、４１．３％で、前年度と同率でした。  

 

 

 

歳出の分類

性質別経費(経済的性質別に分類） 目的別経費（行政目的別に分類）

議会費 議会運営費等

総務費 庁舎管理費・自治会関係経費等

民生費 社会福祉・児童福祉費等

衛生費 保健衛生・清掃費等

労働費 就業者福祉経費等

農林水産業費 農林水産業の振興費等

商工費 商工業の振興・観光振興費等

土木費 道路橋りょう・都市計画費等

消防費 消防活動経費等
教育費 学校教育・社会教育費等

災害復旧費 災害被害の復旧費

その他経費
物件費、維持補修費、補助費
等、積立金、投資及び出資金、
貸付金、繰出金の合計

義務的経費

人件費・扶助費・公債費の合計
・支出が義務付けられており、
任意に削減することができない
経費

投資的経費

普通建設事業費・失業対策事業
費、災害復旧事業費の合計
・道路や公営住宅など資本の整
備などに要する経費

 

 

 

38.3 
39.1 

37.3 

41.5 

40.7 
41.3 41.3 41.3 

34.0

36.0

38.0

40.0

42.0

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

義務的経費割合の推移（％） 
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（性質別経費の状況） 

  性質別経費の決算状況は、下表のとおりです。構成比では、補助費が１９．７％と１．

９ポイント上昇し、扶助費についても１９．３％と０．９ポイント上昇しました。続い

て人件費が１５．７％、物件費が１４．７％となり、投資的経費については、８．４％

と前年度より３．９ポイント減少しました。 

性質別経費の状況 （単位：千円、％）
H27 H26 増減 増減率

義務的経費 3,664,953 3,651,551 13,402 0.4
人件費 1,393,010 1,415,950 △ 22,940 △ 1.6

うち職員給 895,283 884,650 10,633 1.2
扶助費 1,710,256 1,622,680 87,576 5.4
公債費 561,687 612,921 △ 51,234 △ 8.4

投資的経費 746,638 1,089,930 △ 343,292 △ 31.5
普通建設事業費 744,432 1,045,223 △ 300,791 △ 28.8
災害復旧事業費 2,206 44,707 △ 42,501 △ 95.1
失業対策事業費 0 0 0

その他経費 4,453,816 4,091,414 362,402 8.9
物件費 1,304,686 1,288,450 16,236 1.3
維持補修費 27,064 24,065 2,999 12.5
補助費等 1,745,217 1,569,418 175,799 11.2
積立金 203,749 107,729 96,020 89.1

4,000 4,000 0 0.0
繰出金 1,169,100 1,097,752 71,348 6.5

8,865,407 8,832,895 32,512 0.4合     計

投資・出資・貸付金

人件費

15.7%

扶助費

19.3%

公債費

6.4%

投資的

経費

8.4%

物件費

14.7%

維持

補修費

0.3%

補助費

等

19.7%

積立金

2.3%

投資・出

資・貸付

金

0.0%

繰出金

13.2%

構成比

・人件費 

  人件費は、１３億９３０１万円で前年度比２２９４万円、１．６％の減となりました。

職員給は１０６３万３千円の増となりましたが、退職手当組合負担金３１４９万円が減

となっています。 

・扶助費 

  扶助費は、１７億１０２５万６千円で前年度比８７５７万６千円、５．４％の増とな

りました。保育所運営費８９７６万５千円の増や自立支援給付経費が２１４４万２千円

の増となり、国の緊急経済対策における臨時福祉給付金、子育て世帯臨時特例給付金が

それぞれ減となりました。 

・公債費 

  公債費は、５億６１６８万７千円で前年度比５１２３万４千円、８．４％の減となり

ました。２４年度に借入れた地方債の元金償還が開始となりましたが、償還のピークを

過ぎたことから償還額は減少に転じました。 

・普通建設事業費 

  普通建設事業費は、７億４４４３万２千円で前年度比３億７９万１千円、２８．８％

の減となりました。このうち、諏訪下住宅建設事業９８７６万４千円（８７８３万８千

円増）、小中学校屋内運動場非構造部材耐震化事業９２９７万１千円（皆増）が主な増要

因となりますが、公民館（やまびこホール）建設事業が終了したことによる事業費の皆
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減が大幅に減となった要因となっています。このほか、防災行政無線デジタル化移行事

業、ふれあい農園土壌改良事業、日の出団地３３号線外舗装打換事業を行いました。 

・災害復旧費 

  災害復旧費は、２２０万６千円で、前年度比４２５０万１千円の減となりました。今

年度は大雨被害に対する復旧を行い、減要因としては、２５年度の大雪被害に伴う施設

修繕工事の減が主なものです。 

・物件費 

  物件費は、１３億４６８万６千円で、前年度比１６２３万６千円、１．３％の増とな

りました。主な増減要因は、社会保障・税番号制度にともなうシステム改修費が全体で

４４１０万９千円の増となったほか、障害者就労生活支援センターに係る委託料が１０

１４万８千円の増となっております。また、東光院橋測量・詳細設計委託料が１５４９

万８千の皆減となっております。 

・積立金 

  ＊積立金の内訳については、基金の状況を参照 

・補助費等 

  補助費等は、１７億４５２１万７千円で、前年度比１億７５７９万９千円、１１．２％

の増となりました。主な増減要因は、元気で健康に長生き医療費助成が２８０７万７千

円の皆増、２５年度の雪害に伴う被災農業者の支援として経営体育成支援事業助成金が

４９２５万６千円の増、阿伎留病院企業団負担金が２５２０万８千円の増となり、主要

施策である次世代育成クーポン交付金は５８５万４千円増、高齢者医療費助成費は６５

０万円の増となり、がん医療費助成費は８７７万９千円の減となっています。 

・投資及び出資金、貸付金 

投資及び出資金、貸付金は、中小企業振興資金融資預託金４００万円です。 

・繰出金 

  繰出金は、１１億６９１０万円で前年度比７１３４万８千円、６．５％の増となりま

した。下水道事業特別会計繰出金が７６５４万円の大幅な増となったほか、国民健康保

険保険基盤安定繰出金が１９１５万６千円の増となりました。また、国民健康保険特別

会計繰出金は４１４３万円の減、進学支度金貸付基金繰出金３００万円については皆減

となっています。 

1 ,499 1 ,479 1 ,504 1 ,540 1 ,493 1 ,498 1 ,416 1 ,393

849 955 1 ,217 1 ,352 1 ,424 1 ,473 1 ,623 1 ,710
632 606 624 630 641 664 613 5621 ,174 1 ,156

1 ,259 1 ,261 1 ,193 1 ,190 1 ,288 1 ,305
1 ,569 1 ,548

1 ,558 1 ,662 1 ,724 1 ,574 1 ,569 1 ,745812 977
1 ,135 1 ,017 1 ,029 1 ,004 1 ,098 1 ,169974 846
1 ,286 822 1 ,171 826

1 ,090 747282 211

377
199

59 576 136 235

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

性質別経費の推移（単位：百万円）

その他

投資的経費

繰出金

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費
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（目的別経費の状況） 

 

  目的別経費では、総務費は土地開発公社土地代金が大幅に増加したほか、財政調整基

金等への積立金が増となったことにより１９．６％の増となり、民生費は、保育所整備

費補助金が皆減となりましたが、元気健康長生き医療費助成費の皆増、自立支援給付事

業、保育所運営費も増となり、２．０％の増となりました。商工費はプレミアム商品券

発行事業、ひのでグリーンプラザ太陽光発電システム等設置事業に伴い７７．６％の増、

土木費では下水道事業特別会計繰出金が増となったほか、諏訪下住宅建設工事の着手に

より２１．８％の増となりました。教育費は公民館（やまびこホール）建設事業の終了

により３７．０％の減となりました。 

 

目的別経費の状況 （単位：千円、％）
H27 H26 増減額 増減率

議 会 費 148,056 144,211 3,845 2.7

総 務 費 1,308,628 1,093,738 214,890 19.6

民 生 費 3,622,920 3,552,562 70,358 2.0

衛 生 費 711,606 676,156 35,450 5.2

労 働 費 79,833 85,156 △ 5,323 △ 6.3

農林水産業費 238,643 239,686 △ 1,043 △ 0.4

商 工 費 189,406 106,651 82,755 77.6

土 木 費 859,084 705,549 153,535 21.8

消 防 費 415,379 415,955 △ 576 △ 0.1

教 育 費 727,959 1,155,603 △ 427,644 △ 37.0

災 害 復 旧 費 2,206 44,707 △ 42,501 △ 95.1

公 債 費 561,687 612,921 △ 51,234 △ 8.4

合 計 8,865,407 8,832,895 32,512 0.4

総務費

14.8%

民生費

40.9%
衛生費

8.0%

土木費

9.7%

教育費

8.2%

公債費

6.3%
その他

12.1%

構成比

 

 

1,539 1,487 1,551 1,440 1,064 1,531 1,094 1,309

2,343 2,790
3,380 3,168 3,313

3,332
3,553 3,623

687
690

675
679 855

689 676 712487 124
211

109 91
101 107

189790 737

966
863 1,049 864 706

859663 597

747
736 804 878 1,156

728632 606

624
630 641 664 613 562650 748

806
856 918 747 930 884

0
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4,000

5,000
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8,000

9,000

10,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

目的別経費の推移（単位：百万円）

その他

公債費

教育費

土木費

商工費

衛生費

民生費

総務費
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基金の状況 

 

基金は、特定の目的のために財産を維持し、資金を積立て、又は定額の資金を運用する

ために設けられるものです。２７年度は、当初予算において２億３８３４万９千円の繰入

を計上しましたが、歳出削減等の結果、繰入をすることなく年度を終えることができまし

た。さらに財政調整基金、社会資本整備基金等への積立を行ったことで年度末時点の基金

残高は、１８億４４０６万９千円となり、前年度対比２億３７４万９千円の増となりまし

た。今後も町が主要施策として実施している事業を継続しながら、安定した財政運営を行

っていくため、歳出削減、財源確保に取り組み、基金残高の回復を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

450,000 618,423 780,943 938,843 799,364
1,101,884 1,204,327 1,372,805

153,096
153,144

153,237
162,249

162,358

162,463
162,523

162,620

237,772
244,085

250,763
256,002

261,404

489,739 273,470
308,644

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

基金残高の推移（単位：千円）
特定目的基金

減債基金

財政調整基金

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各基金の設置目的  

財政調整基金＝年度間の財源を調整し、長期的視点から財政の健全な運営に資する 

減債基金＝町債の償還に要する財源を積み立て、財政の健全な運営に資する 

社会資本等整備基金＝学校・社会教育施設、公共下水道整備、その他社会資本等の整備に要する

資金に充てる 

三吉野桜木地区整備基金＝三吉野桜木地区の大規模商業地区に出店する大型商業施設と土地所

有者との賃貸借契約終了後の道路整備等を円滑に行う 

福祉振興基金＝町民が明るく健康で、高齢者や障害者にやさしい町づくり「ひので福祉村」実現のた

めに社会福祉諸施策を安定的に推進し、かつ振興させる 

基金残高の状況（定額運用基金を除く） (単位 ： 千円）
26年度末 27年度末
現 在 高 積 立 額 取 崩 額 残高

1． 1,204,327 168,478 1,372,805

2． 162,523 97 162,620

3． 273,470 35,174 0 308,644

225,663 30,075 255,738

11,726 77 11,803

36,081 5,022 41,103

1,640,320 203,749 0 1,844,069

年度中
区　　　　　分

合　　　　　計

福 祉 振 興 基 金

三吉野桜木地区整備基金

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

特 定 目 的 基 金

社 会 資 本 等 整 備 基 金
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町債残高等の状況 

 

大規模な公共施設や道路整備を行うため

には、多額の資金が必要になります。単年

度の税収等の一般財源だけでは賄えない不

足額を補てんするために、地方債の借入を

行っております。地方債の借入は、世代間

の負担の公平を図るという目的もあります。

公共施設や道路は、将来にわたって使用さ 

                    

（単位：千円）

15,000
71,000
26,000

313,281

425,281合計

臨時財政対策債

27年度一般会計借入一覧
公営住宅整備事業債
防災行政無線固定系デジタル化移行事業債

学校教育施設等整備事業債

 

＊臨時財政対策債の償還費は、翌年度以降 

交付税措置されます。 

れるものです。整備に必要な資金の一部を 

借入れ、翌年度以降長期間にわたり返済していくことで、将来施設を利用する住民にも 

公平に負担をしていただくことになります。 

２７年度は、一般会計（普通会計）では臨時財政対策債、公営住宅整備事業債等総額で４

億２５２８万１千円の借入れを行い、年度末時点の残高は６０億４８５万２千円となりまし

た。 

 一般会計（普通会計）のほか、下水道会計（特別会計）・日の出町土地開発公社の借入

残高の合計は、１１７億７７５８万３千円で前年度より６億２１６万９千円減少しました。 

    

 

 

 

 

 

＊ 日の出町土地開発公社は、公共用地又は公用地等の取得、管理及び処分等を行うことにより、

地域の整備と町民福祉の増進に寄与することを目的に、昭和 56 年 9 月 26 日に設立した特

殊法人です。 

 

 

　　　　　　　     借入残高の推移(単位：百万円）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

土地開発公社

下水道会計

一般会計

15,46116,036

12,380

14,768 14,242 13,622
12,995 11,778

 

会計別借入の状況 （単位：千円）

平成26年度末 平成27年度 平成27年度 平成27年度末

現在高 借入額 元金償還額 現在高

一 般 会 計 6,066,980 425,281 487,409 6,004,852

下水道会計（特別会計） 6,094,322 54,000 482,113 5,666,209

日の出町土地開発公社* 218,450 0 111,928 106,522

合　　　　　　　　計 12,379,752 479,281 1,081,450 11,777,583
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一般会計の借入残高、償還額の今後見込について 

 元利償還額は、２５年度をピークに減少の方向ですが、今後も大きな借入れが予定されてい

ることから３０年度以降再び上昇することが想定されます。また、臨時財政対策債、減税補て

ん債の償還費は、全額普通交付税で措置されています。 

H２４ H２５ H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３１ H３２ H３３
事業債 2,958,071 2,592,740 2,379,169 2,214,457 2,127,432 2,051,843 1,964,530 1,758,172 1,559,863 1,367,444

臨財債・減税補てん債 3,317,923 3,570,733 3,687,811 3,790,395 3,937,312 4,059,361 4,167,010 4,252,956 4,317,588 4,360,864

合計 6,275,994 6,163,473 6,066,980 6,004,852 6,064,744 6,111,204 6,131,540 6,011,128 5,877,451 5,728,308

H２４ H２５ H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ H３１ H３２ H３３

事業債 415,948 417,367 344,309 316,671 295,517 221,443 232,348 235,619 224,498 215,378
臨財債・減税補てん債 225,110 246,894 268,612 245,016 269,161 296,276 312,225 335,496 358,172 380,701

合計 641,058 664,261 612,921 561,687 564,678 517,719 544,573 571,115 582,670 596,079

※平成28年度以降の数値は、28～33年度借入見込分までを含む見込値である

※借換えに伴う元金償還は除いている。20年231,000千円

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

単位：千円
一般会計借入残高の推移

臨財債・減税補てん債

事業債
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700,000

単位：千円 一般会計元利償還額の推移 臨財債・減税補てん債

事業債

  － 今までに借り入れを行った主な事業 － 

      

三吉野桜木土地区画整備事業 平井川北区域内用地取得事業 町営住宅建設事業 

温泉センター建設事業 老人福祉センター建設事業 国体サッカー場建設事業 

公民館建設事業 小中学校建設事業 道路整備事業 庁舎建設事業  

防災行政無線固定系デジタル化移行事業債 等 
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財政指標 

 

（財政力指数） 

  財政力指数は、地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除

した数値の過去３年間の平均です。算出結果が「1」を超える団体は交付税不交付団体とな

ります。２７年度は、前年度を０．０１６ポイント上昇し０．７２７となりました。 

 

0.809

0.814 0.803

0.755
0.718 0.699

0.711
0.727

0.845

0.809

0.755

0.701 0.697 0.698

0.739 0.744

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

財政力指数の推移

３年平均

参考：単年度

 

 

（実質収支比率） 

 実質収支比率は、標準財政規模に対する実質収支額の割合を示す指標です。１９年度から

健全化法の一部施行に伴い、指標のとらえ方の整合性を図るため、算定方法が以下のとおり

変更されました。２７年度は、前年度から０．３ポイント上昇し５．８％になりました。 

 

 

18 年度まで 実質収支÷標準財政規模×１００ 

19 年度から 実質収支÷標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む）×１００ 

 

 

 

＊ 標準財政規模・・・地方公共団体が、標準的な状態で通常収入されるであろう経常 

的一般財源の規模 

5.0
4.6 4.6

3.9

5.1
5.4 5.5

5.8

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

実質収支比率の推移（％）
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（経常収支比率） 

 経常収支比率は、義務的経費などを含む、容易に縮減することが困難な経常的経費に充当さ

れた一般財源の額が、税を中心とする経常一般財源、臨時財政対策債の合計に占める割合で、

地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。   

 一般的には７０～８０％が理想と考えられています。 

 ２７年度は、１０５．３％で、前年度比で０．１ポイント悪化しました。主な要因は、経常

一般財源等（分母）では、普通交付税、地方消費税交付金等の増額により１億１９５４万２千

円増が影響し、経常経費充当一般財源（分子）では、扶助費、補助費、繰出金の増が影響し、

全体で１億２９９４万１千円増したことで、経常一般財源（分母）より経常経費充当一般財源

（分子）の増加額が大きかったことによるものです。 

歳出総額のうち
経常経費

経常経費の
財源内訳

特定財源
23億6262万5千円

経常経費
69億7400万円

経常一般財源等
40億6578万7千円

一般財源等
46億1137万5千円

3億1328万1千円
臨時財政対策債

経常的収入
56億6395万5千円

歳入のうち
経常的収入

特定財源
15億9816万8千円

経常的収入の
内訳

A
B

歳 出 歳 入

Ｃ

算 式

Ａ（経常経費充当一般財源）
Ｂ（経常一般財源総額）＋Ｃ（臨時財政対策債）

＊経常経費充当一般財源 A
人件費、公債費など、毎年度経常的に支出する経費に充当した一般財源の総額。

＊経常一般財源 B
一般財源（税、交付税など、使途の限定されていない財源）のうち、毎年度経常的に
収入される財源。具体的には、都市計画税、入湯税を除いた税収、普通交付税など。

×１００

 

108.3 107.5

103.5

107.1
104.8

102.9
105.2 105.3

H20 H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ H２６ H２７

経常収支比率の推移（％）

 

 

 

＊日の出町では、ごみの埋め立て場やエコセメント化施設の設置・運営に伴い、東京たま

広域資源循環組合から毎年地域振興費の交付を受けています。３１年度までは年平均１０

億円の収入がありますが、この収入は、経常収支比率を算定するルール上経常的な収入に

算入することはできません。しかし、地域振興費は毎年恒常的に町に収入されるものであ

り、これを加えて経常収支比率を計算した場合、８７．６％になります。 
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  特別会計は、特定の事業の効率的な運営やその経理を明確にするために、一般会計から区

分し、その収支を個別に経理する会計です。 

会計別の決算は以下のとおりです。 

 

歳出 4,995,231千円

会　　計　　名 27年度 26年度 増減額 増減率

後 期 高 齢 者 医 療 会 計

3.3%

歳入

3.0%歳出

9.4%

9,447千円 2.6%

歳入

10,639千円

受託水道事業会計は、平成２１年度に、老人保健会計は、平成２２年度にそれぞれ終了して
います。

429,333千円

465,373千円 9.9%
合 計

4,565,898千円

877,566千円 71,660千円

5,183,244千円 4,717,871千円

359,024千円

373,955千円 364,508千円

369,663千円

1,181,396千円 38,572千円

14.8%

歳出 2,456,374千円 2,147,912千円 308,462千円

歳入

14.4%

7.1%

国 民 健 康 保 険 会 計
歳入 2,553,737千円 2,223,596千円 330,141千円

1,276,479千円

65,251千円

949,226千円

979,073千円 913,822千円

8.2%
下 水 道 事 業 会 計

歳出

介 護 保 険 会 計
歳入 1,215,945千円 60,534千円 5.0%

歳出 1,219,968千円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別会計決算の状況 
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健全化判断比率 

平成１９年６月に公布された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が、平成２１年

４月１日に完全施行されました。これにより、毎年度決算に基づき健全化判断比率を算定し、

一定率以上の地方公共団体は財政健全化計画もしくは財政再生計画の策定が義務付けられま

した。 

２７年度についても、日の出町ではいずれの指標も基準以下にありますが、将来の負担とな

る要因について、個別に注意をはらい、今後も安定した財政運営に努めていきます。 

  

（実質赤字比率） 

 実質赤字比率は、一般会計の赤字の程度を表す指標で、実質収支の標準財政規模（町が年 

間に通常収入されるであろう経常的一般財源の額）に対する割合です。前年度同様に、赤字

額は出ていません。 

実質収支 244,794 千円÷標準財政規模 4,215,430 千円×100 －5.80％＊ 

＊ 黒字の場合は算定数値を「－マイナス」で表記し、公表する際には赤字がないという 

意味で「－」と表記します。 

早期健全化基準
15.0％

財政再生基準
20.0％

悪化した状態健全な状態

22年度算定
－4.60％

0.0％

23年度算定
－3.91％

24年度算定
－5.06％

25年度算定
－5.43％

26年度算定
－5.54％

27年度算定
－5.80％

 

（連結実質赤字比率） 

  連結実質赤字比率は、公営事業会計を含むすべての会計の実質収支を合算し、日の出町全

体の赤字の程度を表した指標です。連結後の数値についても、前年度と同様に、赤字額は出

ていません。 

  連結後の実質収支 432,807 千円÷標準財政規模 4,215,430 千円×100 －10.26％＊ 

＊ 黒字の場合は算定数値を「－マイナス」で表記し、公表する際には赤字がないという 

意味で「－」と表記します。 

早期健全化基準
20.0％

財政再生基準
30.0％

23年度算定
－6.58％

悪化した状態健全な状態

22年度算定
－7.78％

0.0％

24年度算定
－8.78％

25年度算定
－7.33％

27年度算定
－10.26％

26年度算定
－9.22％

 

健全化判断比率等の状況（速報値） 
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（実質公債費比率） 

  実質公債費比率は、一般会計が負担する実質的な公債費相当額（公営企業債に対する繰出

し金など公債費に準ずるものを含む）の大きさを表した指標で、公債費相当額の標準財政規

模に対する割合です。この比率は３年間の平均で、25 年・26 年・27 年決算数値からそれぞ

れの比率を求め、平均値を算出しています。 

  ２７年度決算では、一般会計の元利償還は減少しましたが、前年より一部事務組合等の起

こした地方債に対する負担が増え、単年度数値が 0.70 ポイント悪化しましたが、3 カ年平均

では 0.1 ポイント改善となりました。 

早期健全化基準
25.0％

財政再生基準
35.0％

22年度算定
7.4％

悪化した状態健全な状態

23年度算定
6.9％

0.0％

24・26年度算定
7.0％

25年度算定
7.2％

27年度算定
6.9％

 

（将来負担比率） 

  将来負担比率は、一般会計が将来負担する見込の実質的な負債の残高の、標準財政規模

に対する割合です。実質的な負債には、一般会計の地方債借入残高以外に、連結対象とな

っている一部事務組合や土地開発公社の負債の町負担分なども含まれます。この数値が高

いことは、将来町の予算が負債の返済などに使われる割合が高くなり、財政運営を圧迫す

る可能性が高いことを意味します。 

  ２７年度決算では、一般会計、下水道事業会計の負債の残高及び退職手当負担見込額が

大きく減少したことや、前年より負債へ充当できる基金残高が増加したことにより、１３．

６ポイント改善しました。 

＊将来負担比率には、財政再生基準はありません。

早期健全化基準
350.0％

24年度算定
42.6％

悪化した状態健全な状態

22年度算定
52.0％0.0％

23年度算定
41.6％

25年度算定
25.5％

27年度算定
11.0％

26年度算定
24.6％

 

資金不足比率 

  資金不足比率は、公営企業ごとの赤字の程度を表す指標で、資金不足額の事業規模に対

する割合です。日の出町では下水道事業会計がこれに該当し、比率の算定をしています。 

  ２７年度決算では、前年度同様に黒字のため資金不足はなく、比率なしとなります。 

＊資金不足比率は、黒字の場合比率なしとなり、公表する際には「－」と表記します。 

  ＊経営健全化基準は、20.0％で、これを超えると経営健全化計画を定めなければなりません。 
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参 考 

　★国民健康保険特別会計

　★介護保険特別会計

　★後期高齢者医療特別会計

うち公営企業会計
　★下水道事業特別会計

資金不
足比率

一部事務組合・広域連合

★東京都町村議会議員公務災害補償等組合
★東京都後期高齢者医療広域連合

地方公社・第三セクター等
★日の出町土地開発公社
★日の出町サービス総合センター株式会社

★東京都市町村職員退職手当組合

日
の
出
町

一般会計等
（普通会計）

公営事業会計

★秋川流域斎場組合  ★阿伎留病院企業団

★西秋川衛生組合 ★東京市町村総合事務組合 

　★一般会計

特
別
会
計

健全化判断比率等の対象範囲（平成27年度末時点）

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率
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比
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・地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）の目的 

財政健全化法の目的は、地方公共団体の財政の悪化を早い段階で把握し、財政状態を

改善することにあります。 

地方公共団体の長は、毎年度、健全化判断比率並びにその算定の基礎となる事項を記

載した書類を監査委員の監査に付し、その意見を付けて議会に報告し、住民に比率を

公表しなければなりません。日の出町では、１９年度から、９月の議会に報告し、 

１０月の広報で公表しています。 

・財政健全化計画、財政再生計画の策定の義務付け 

比率が一定率以上の地方公共団体は、財政健全化計画もしくは財政再生計画の策定が

義務付けられました。健全化判断比率には４つの指標がありますが、このうち一つで

も早期健全化基準を上回ると財政健全化計画を定めることになります。また、財政再

生基準を上回る指標がある場合には、財政再生計画を定めなければなりません。 

計画には、要因分析、計画期間のほか、財政の健全化、再生のための方策（使用料・

手数料の見直しや歳出削減など）を記載しなければならず、住民生活にも影響が出る

ため、指標の算定要素となっている公債費等ついて個別に注意が必要です。 


